
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２０年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
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（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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（５）給与改定の状況 ※人事委員会が無いため記載しておりません

　

　

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

①月例給

②特別給

区　分 勧　告較差公務員給与民間給与

人事委員会の勧告

（改定率）A-BBA

　年度

348,102

328,477

―

323,375 364,956

398,318

325,521

375,971

391,770

388,367341,569

（国ベース）

44.5

423,59944.3

区　分

　年度 月 月

公務員の

割合　　　A

円 円

年間支給月数

（参考）

％

人事委員会の勧告

円 ％

支　給　月　数

月

国　の　年　間

平均給与月額

％

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。

月

支給月数　B

（参考）

国　の　改　定　率給　与　改　定　率

月

A-B

較差 勧　告

月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手
当及び勤勉手当の年間支給月数である。

（改定月数）

民間の支給

区　　分 平均給与月額平 均 年 齢 平均給料月額

北海道

43.2

41.5国

芽室町

類似団体

　　　　　　％
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　　②技能労務職

参考

A/B

歳 人 － － － －

歳 人 － － － －

歳 人 - － － － －

歳 人 － － － －

4,429

418,442円 

285,548円 

290,751円 302,587円 310,758円 

350,247円 

322,737円 

319,062円 354,653円 

446,075円 

19

8

729

49.2

47.9

北海道

国

類似団体

区　　分

48.8

芽室町 56.3

公　　　務　　　　員

平均年齢

390,162円 

民　　　　　間

職員数 平均給料月額
平均給与月額

(A)
平均給与月額
(国ベース)

対応する民間
の類似職種

平均給与月額
(B)平均年齢
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　　④看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

一般行政職

技能労務職

看護保健職

304,558

280,303

309,000

37.6

高　校　卒

140,100

平 均 年 齢

46.1

経験年数１０年

大 学 卒

201,100

―

―

―

364 825

―

129,592

―

―

中　学　卒

区　　　　分

大　学　卒

140,100

122,400

293 771

164,800

325 375

高　校　卒

経験年数１５年

類似団体

区　　　　　分 北海道

― ― ―

315,826344,096

芽室町

（国ベース）

平均給与月額

318,665

平均給与月額

366,890

―

366,890

―

172,200

高　校　卒

大　学　卒

41.4

129,592 140,100

159,285 172,200

国

北海道

区　　分

芽室町

平均給料月額

国

―

経験年数２０年

3

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

一般行政職
229,433

大　学　卒

高　校　卒

－

364,825

333,200284,720

－
技能労務職

293,771

－

325,375

高　校　卒

－

－

－

中　学　卒
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在）

（注）１　芽室町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　　　　　　

６　　級

区　　分 標準的な職務内容

定型的な業務を行う職務
相当高度な知識又は経験を必要とする業務を行う職務

特に高度な知識又は経験を必要とする業務を行う職務
　　　　　　

課長補佐、室長、上美生出張所長、保育所(園)長、事務長補佐、給食センター長、図
書館長、総合体育館長、議会事務局次長、監査委員事務局次長及び農業委員会事務局
次長の職務
困難な業務を処理する係長、主査及び特に困難な業務を処理する主任の職務

　　　　　　

7

　　　　　　

47

課長、参事、事務長、議会事務局長、監査委員事務局長、選挙管理委員会事務局長及び農業委員会事
務局長の職務 困難な業務を処理する課長補佐、室長、上美生出張所長、保育所(園)長、事務長補
佐、給食センター長、図書館長、総合体育館長、議会事務局次長、監査委員事務局次長及び農業委員
会事務局次長の職務

困難な業務を処理する課長、参事、事務長、議会事務局長、監査委員事務
局長、選挙管理委員会事務局長及び農業委員会事務局長の職務

２　　級

５　　級

３　　級

１　　級

４　　級

　　　　　　

4.3

主任の職務
係長、主査及び困難な業務を処理する主任の職務 34.1

9.4

　　　　　　

12.3

6

職員数

5.1

構成比

48

13

34.8

17

５級

9.4%
５級

11.9%

６級

12.3%

６級

11.9%

７級

10.2%

８級

12.9%

70%

80%

90%

100%

4

　 （注）平成１８年に８級制から６級制に変更している。
 　　（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　　　　　
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４級
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５級
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２０年度支給割合） （２０年度支給割合） （２０年度支給割合）

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　  勤勉手当

 月分 1.5  月分  月分  月分  月分  月分

（ － ）月分 ( － ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算5～15% ・役職加算5～20%  ・管理職加算10～25% ・役職加算5～20%  ・管理職加算10～25%

※平成20年度・21年度は役職加算の2分１を減額

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

※H20.6～H23.１２まで手当基礎額から役職段階別加算額の３分の１を減額。

１人当たり平均支給額（20年度）

北　　海　　道

管理職については、人事考課制度に基づく評価結果を昇給に活用している。なお管理職を除く職員については、人事考
課制度は試行中でありのため、昇給への反映は未実施である。

1,727

芽　　室　　町

1.50

0.75

3.03.0

1.6

1,788

―

0.75

国

1.6

１人当たり平均支給額（２０年度）

3.01.45

5

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2%～20%加算) (2%～20%加算)

　　　　　　　　　退職時特別昇給　なし

１人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。

59.28

41.34

1,930

59.28 59.28

47.50

20,848

23.50

33.50

管理職については、　人事考課の評価結果を勤勉手当へ反映している。なお管理職を除く職員にあっては、人事考課制
度は試行中のため、評価結果の勤勉手当への反映はしていない。

41.34

47.50

59.28

59.28

59.28

33.50

23.50 30.55

国

30.55

芽　　　室　　　町
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 (3) 地域手当

（２１年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）(企業会計除く）

千円

　円

　％

特別養護老人ホーム職員 生活指導員及び介護員

※支給実績は、特別養護老人ホーム特別業務にかかる特殊勤務手当のみ。なお同手当は２０年度で廃止。

 (5) 時間外勤務手当　（企業会計を除く）

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２１年４月１日現在）

伝染病防疫業務

手当の名称

特別養護老人ホーム特別業務

主な支給対象業務主な支給対象職員

国の制度と 支給実績

日額　500円伝染病防疫に従事する職員 患者の救護、感染菌の処理

内容及び支給単価 との異同

支給実績（２０年度決算）

左記職員に対する支給単価

2

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度）

131,625支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

手当の種類（手当数）

7.40

3

94

国の制度（支給率）

札幌市

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

3

94,302

1

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

支給実績（２０年度決算）

（２０年度決算）

345

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

52,287

異なる内容
国の制度

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

手 当 名 平均支給年額

2,106

支給職員１人当たり

335

51,331

月額(生活指導員　２% 介護員　４%　)

6

円

円

円

円

円

250,072

千円

千円

千円

（２０年度決算）
内容及び支給単価 との異同 （２０年度決算）異なる内容手　当　名

195,992

87,993

513,683

103,255

25,758

28,811

千円

扶養手当

管理職手当

配偶者13,000円　扶養１人あたり6,500円
配偶者ない者の扶養は1人目11,000円
満16歳の年度初めから満22歳の年度末まで
の子　5,000円加算

家賃17,000円以下　家賃-6,000=支給額
超える家賃-17,000/2+11,000=支給額
(27,000限度)
持家13,000円

交通機関等利用者　55,000限度
交通用具使用者　距離により4,100
円～16,100円の5区分

医師→給料月額×20/100　(医員→給料月
額×12/100)
課長職→月額 51,900円又は49,600円
補佐職→月額 31,700円又は29,600円

住居手当

通勤手当

寒冷地手当

世帯主扶養あり26,380円
世帯主扶養なし14,580円
その他10,340円(経過措置あり)
※11月～3月支給

３歳まで月額10,000円
小学生まで1人月額5,000円
第3子から1人月額10,000円

平均支給年額

千円

3,520

17,979

千円

同

医師は定率

異

同

異

控除額1/2の差額

同

同
5,715 116,633

19,618

千円
児童手当
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５　特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

月分

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

任期満了 5.313月×勤務年数 任期満了の日から1月以内

任期満了 3.335月×勤務年数 任期満了の日から1月以内

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

180,000250,000

278,000

－

3.00

256,000

667,000 498,000

210,000

600,000

280,000

340,000

812,000

（参考）類似団体における最高／最低額

市 区 町 村 長

期
末
手
当

副 市 町 村 長

給

料

　　（２１年度支給割合）

3.00

報

酬

備　　　　考

副 市 町 村 長

退
職
手
当

給 料 月 額 等区 分

667,000

町 長

副 市 町 村 長

議 長

795,000

議 員

－

－

　　（２１年度支給割合）

238,000

198,000

副 議 長

議 員

3.70

3.00

町 長

議 長

副 議 長

3.45

－

7

６　職員数の状況

7



（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

人口一万人当たり職員数 　 人

人）

人口一万人当たり職員数 　 人

人）

人口一万人当たり職員数 　 人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

（類似団体の人口一万人当たり職員数

（類似団体の人口一万人当たり職員数

（２１年４月１日現在）

150

12

組織見直し

3

2

7.12

1

欠員不補充△ 1

事務見直し

欠員補充

0

0

主 な 増 減 理 由

土
木

衛
生

税
務

3

民
生

△ 15

9

小　　　計

合　　計

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水　　　　　道

一
般
行
政
部
門

商
工

計

[ △18 ］

161

314

対前年
増減数

0

教育部門

△ 9

小　 　　　 計

3

[ 327 ］

普
通
会
計
部
門

305

[ 309  ］

130 138

153

15.73

事務の統廃合・縮小

8その他事業関係

その他公営企業 150

23

総
務

農林水産

議
会

36

　　　　　区　　分

　部　　門

21

3

＜参考＞

事務の統廃合・拡大

△ 11

7.99

10.6

8.5

事務見直し

8

△ 2

27

16 14

事務の統廃合・拡大

4

△ 617

155

135

職 員 数

平成20年

33

10

15

5

32

11

1

0

5

16

平成21年

21

＜参考＞

＜参考＞

8

（注）１　職員数は 般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）

8



　

計

人人 人

24歳

～ ～
20歳 20歳

43歳 51歳31歳

～ ～

39歳

56歳

～ ～ ～ ～

40歳

人人 人 人

60歳52歳44歳 48歳

59歳

～

未満 以上47歳23歳

～

人人

35歳

区　分

55歳

人人
職員数

36歳28歳

27歳

人 人

32歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成

比

%
（例）

9

3051

人人 人

4328

人人 人 人人人

51

人

3541

人

19
職員数

44

人

43

人

10 35

9



(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

150

△ 11

△ 10

２１年

４年目

138

8

18

△ 6

（参考）

数値目標

111

（27％）

△ 12（240％）

△ 11 （92％）

25

173

１７年～２１年１９年

130 ―

△ 7

△ 30

２０年

削減率　24.4％

161

数値目標

161

増 減

一般行政

増 減

職員数

　　　　　　区　　分

部　　門

教　育

平成17年4月1日

始　期

計画期間

純減率純減数平成22年4月1日

１７年

143

計画始期

１８年

１年目

職員数

計

―

137

３年目

△ 2

26

２年目

△ 2

職員数

△ 6

職員数

30

△ 2

△ 5

28

339 309

148

平成17年4月1日 平成27年3月31日

終　期

等 会 計 0増 減

169161公 営 企 業 職員数

8 △ 8

24

―

△ 8.85

10

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

△ 11

309

△ 11 （92％）

職員数計

増 減 0 △ 33（110％）

―332 332

△ 7

306

△ 9

315

等 会 計 0増 減

339

△ 17

8 △ 8

10



７　公営企業職員の状況
　(1)　公立芽室病院事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２１年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２０年度

平　均　年　齢

40.2

千円　

350,764

　　　　　　区　　分

978,810

区　　分 職員数

131,000

　質収支

区　　分 総費用 純損益又は実

　　　　　　 給　 料

2,376,923 △ 45,457

職員手当

千円　

Ｂ　

236,332

千円　　　　千円 千円

基本給 平均月収額

42.1

職員給与費比率

芽 室 町

団 体 平 均

404,416

％

一人当たり給与費給与費　B/A

１９年度の総費用に占

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

978,810 7,768

計　Ｂ

616,017

647,361

総費用に占める

　　　　　Ｂ／Ａ

6,022

％

千円

（参考）町村平均一人当たり

41.5

期末・勤勉手当

41.2

Ａ  

　　　　千円

める職員給与費比率

２０年度 人 千円 千円

126 611,478

11

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２０年度支給割合） （２０年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　期末手当　 勤勉手当

3  月分  月分 3  月分  月分

（ - ）月分 （ - ）月分 （ - ）月分 （ - ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算5～15% ・役職加算5～15% 

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

1,6381,876

1.50

１人当たり平均支給額（２０年度）

一般行政職公立芽室病院

1.50

１人当たり平均支給額（２０年度）

11



イ　退職手当（２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2%～20%加算) (2%～20%加算)

（退職時特別昇給　　　　　　　なし　　） （退職時特別昇給　　　　　　　なし　　）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２１年４月１日現在）

　該当職員無し

エ　特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

放射線技師 放射線業務 月額5,000円

助産師・看護師 深夜勤務 １回2,000～3,300円

59.2859.28

－

夜間看護業務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

支給実績（２０年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度）

手当の種類（手当数）

放射線業務手当

33.50

47.50 59.28

41.34

47.50

55.6

左記職員に対する支給単価

59.28

主な支給対象業務

一般行政職

41.34

主な支給対象職員

25,3731,930

公立芽室病院

23.50 23.50

59.28

30.55

25,813

2

30.55

59.28

374,096

14,966

33.50

手当の名称

12

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

18,502

164

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

18,189

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 167

12



カ　その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

    →6(3)①を参照

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

18,751

家賃17,000円以下　家賃-6,000=支給額
超える家賃-17,000/2+11,000=支給額
(27,000限度)
持家13,000円

支給実績

同

住居手当

扶養手当
配偶者13,000円　扶養１人あたり6,500円
配偶者ない者の扶養は1人目11,000円
満16歳の年度初めから満22歳の年度末まで
の子　5,000円加算

同

管理職手当

異

通勤手当
交通機関等利用者　55,000限度
交通用具使用者　距離により4,100
円～16,100円の5区分

一般行政
職の制度
と異なる
内容

医師→給料月額×20/100　(医員→給料月
額×12/100)
課長職→月額 51,900円又は49,600円
補佐職→月額 31,700円又は29,600円

異 医師は定率

1,991,860

千円 千円

97,222

世帯主扶養あり26,380円
世帯主扶養なし14,580円
その他10,340円(経過措置あり)
※11月～3月支給

同

児童手当

千円

4,966

10,658 190,319

（２０年度決算）

千円

控除額1/2の差額

内容及び支給単価 （２０年度決算）

39,837

千円

一般行政職
の制度との
異同

千円

平均支給年額
支給職員１人当たり

10,371 82,306
寒冷地手当

208,342

75,247

手　当　名

３歳まで月額10,000円
小学生まで1人月額5,000円
第3子から1人月額10,000円

同
2,625

千円
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　(２)　上水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算
職員給与費 　（参考）

　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２１年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２１年４月１日現在）

歳 円 円
歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（２０年度支給割合） （２０年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　期末手当　 勤勉手当
3  月分  月分 3  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

1,6381,795

3,295

383,088 607,257

上水道事業
１人当たり平均支給額（２０年度）１人当たり平均支給額（２０年度）

一般行政職

団 体 平 均

6,022

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

45.6 370,362 564,094
芽 室 42.0

Ｂ　 　　　　　Ｂ／Ａ

職員手当

5,386 21,861 7,2873 13,180
　　　　千円 千円

総費用に占める

24,577

千円２０年度 人 千円 千円
　　　　　　 給　 料 一人当たり給与費

１９年度の総費用に占

める職員給与費比率

一人当たり （参考）町村平均

4.7

千円　 ％ ％

期末・勤勉手当 計　Ｂ 給与費 　B/A

　質収支

区　分 総費用 純損益又は実

区　分

千円　

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

21,861 5.0%

Ａ  

434,527

２０年度 　　　千円

1.50

千円

1.50

職員給与費比率

14

（ - ）月分 （ - ）月分 （ - ）月分 （ - ）月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算5～15% ・役職加算5～15% 

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2%～20%加算) (2%～20%加算)
（退職時特別昇給　　　　　　　なし　　） （退職時特別昇給　　　　　　　なし　　）
１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当
　該当職員無し

25,160

上水道事業 一般行政職

21.00 27.30 23.50 30.55

47.50 59.28
42.1233.75

47.50 59.28
33.50 41.34

59.28 59.28 59.28

－ － 25,373

59.28
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エ　特殊勤務手当（２１年４月１日現在）
　該当職員無し

オ　時間外勤務手当
千円
千円
千円
千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

713
356

寒冷地手当

世帯主扶養あり26,380円
世帯主扶養なし14,580円
その他10,340円(経過措置あり)
※11月～3月支給

同

399

千円

396 99

千円

399

千円

医師は定率

千円

同
千円

204

住居手当
家賃17,000円以下　家賃-6,000=支給額
超える家賃-17,000/2+11,000=支給額
(27,000限度)
持家13,000円

異 控除額1/2の差額

千円

156

３歳まで月額10,000円
小学生まで1人月額5,000円
第3子から1人月額10 000円

同

管理職手当

通勤手当
交通機関等利用者　55,000限度
交通用具使用者　距離により4,100
円～16,100円の5区分

扶養手当
配偶者13,000円　扶養１人あたり6,500円
配偶者ない者の扶養は1人目11,000円
満16歳の年度初めから満22歳の年度末まで
の子　5,000円加算

医師→給料月額×20/100　(医員→給料月
額×12/100)
課長職→月額 51,900円又は49,600円
補佐職→月額 31,700円又は29,600円

異

児童手当

千円

（20年度決算）

同

312

611

手　当　名 内容及び支給単価 （20年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との

異同

一般行政
職の制度
と異なる

内容

支給実績 支給職員１人当たり

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）
職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 759
1,517

15

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

    →6(3)①を参照

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

60第3子から1人月額10,000円 60
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